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平成 26年度障害福祉サービス等制度改正に関するＱ＆Ａ 
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１．障害福祉サービス等における共通的事項 

 

(１) 加算の届出等 

（加算等の届出） 

問１ 加算に係る届出については、毎月15日までに行わなければ翌月から算

定できないが、制度改正の影響により届出が間に合わなかった場合の特例

はあるのか。また、「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」につい

ても、特例の措置はあるのか。 

（答） 

○ 平成 26 年４月１日から加算等の対象となるサービスが適切になされてい

るにも関わらず、届出が間に合わないといった場合については、平成 26 年

４月中に届出が受理された場合に限り、４月１日にさかのぼって、加算を算

定できることとする取扱いとなる。また、「介護給付費等の算定に係る体制

等状況一覧表」を４月中に提出された場合も、４月１日に遡って適用する。 

なお、具体的な届出日については、各都道府県国保連合会と調整の上、各

都道府県による柔軟な設定を行って差し支えない。 

※ 本特例は平成 26 年４月１日から施行される制度に関する事項に限定

されるものであり、従来から継続して実施されているものについてはこ

の限りではない。 

（新設） 

 

２．訪問系サービス 

 

(１) 居宅介護 

問２ 指定居宅介護事業所における従業者の員数については、常勤換算方法

で2.5人以上と定められているが、外部サービス利用型指定共同生活援助

事業所において受託居宅介護サービスに従事する時間を指定居宅介護事

業所の勤務時間に算入してもよいか。 

（答） 

○ 算入してもよい。 

（新設） 

 

(２) 重度訪問介護 

問３ 重度訪問介護に加えて、居宅内での支援について行動援護サービス費

を算定することは可能か。 

（答） 

○ 本人の行動障害の状態が安定せず、引き続き行動援護による専門性の高い

支援が必要であると市町村が判断した場合には、算定可能とする。 
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（新設） 

 

問４ 同一の日に同一の事業者が重度訪問介護に加えて行動援護サービス費

を算定することは可能か。 

（答） 

○ 本人の行動障害の状態が安定せず、引き続き行動援護による専門性の高い

支援が必要であると市町村が判断した場合には、算定可能とする。 

（新設） 

 

問５ 行動援護や短期入所などの障害福祉サービスによらずにアセスメント

を行った場合は、報酬は算定されないのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

（新設） 

 

問６ 行動援護事業者等がアセスメントを行った後、必ず支援計画を作成する

必要があるのか。 

（答） 

○ お見込のとおり。 

  行動障害を有する者の支援に当たっては、関係者間で情報を共有し、一貫

性のある支援を行うことが重要であることから、支援計画は必ず作成する必

要がある。 

（新設） 

 

３．共同生活援助 

 

（１）基本報酬 

問７ 複数の共同生活住居を有する事業所の場合、①共同生活住居ごとに世話

人の配置を考え適用される報酬区分を変えてよいか。②それとも指定事業

所全体の利用人数により判断することになるのか。 

（答） 

○ 共同生活援助の人員配置は事業所ごととなっているため、住居ごとでなく、

報酬区分も事業所ごととなる。①、②のいずれも算定できない。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-1・一部改正） 

 

問８ 基本単価について、利用者の数をベースにするということは、入退所に
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より単位数が変わるのか。 

（答） 

○ 利用者の数は、原則として前年度の平均値である。 

（平 21.3.12平成 21年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1問 15-

２・一部改正） 

 

問９ 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事

業所の共同生活住居が「厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年

厚生労働省告示第５３９号）」に定められている複数の地域区分に設置さ

れている場合は、主たる事務所の地域区分により報酬を算定することとな

るのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所

の共同生活住居が複数の地域区分に設置されている場合であっても、主たる

事務所の地域区分により事業所全体の報酬を算定することとする。 

（平 19.12.19障害福祉サービスに係るＱ＆Ａ（指定基準・報酬関係）VOL.2問

11・一部改正） 

 

（２）大規模住居等減算 

①一の共同生活住居の入居定員が 8人以上の場合 

問10 共同生活住居の定員が８人以上又は２１人以上の場合、大規模減算の対

象となるが、アパートやマンション等の一室をグループホームとして活用

する場合の大規模住居減算の取扱いはどのようになるのか。 

（答） 

○ 大規模住居減算については、１の共同生活住居の定員が８人以上又は２１

人以上の場合等に対象となるが、この場合の「共同生活住居」とは、複数の

居室に加え、居間、食堂、便所、浴室等により構成される１つの建物を意味

するものであることから、複数の利用者が共同生活を営むマンション等の住

戸については、当該マンション等の建物全体ではなく、当該住戸を共同生活

住居として捉え、大規模住居減算に該当するか否かを判断するものとする。 

ただし、ワンルームタイプの住戸など、これらに該当しないものについて

は、当該マンション等の建物全体（グループホームの用に供する部分に限る。）

を共同生活住居として捉えるものとする。 

（平 18.11.13介護給付費等の算定に関するＱ＆ＡVOL.1問 12・一部改正） 

 

②一体的な運営が行われている場合（指定共同生活援助に限る） 
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問11 一体的な運営が行われているかどうかについては、どのように確認する

のか。 

（答） 

○ 各都道府県で使用している介護給付費等の算定に係る届出書類において、

同一敷地内（近接地を含む。）にある共同生活住居の入居定員の合計が 21人

以上であるか否かを確認するとともに、これに該当する事業所のうち世話人

及び生活支援員の勤務体制が共同生活住居間で明確に区分されている事業

所については、別途、従業者の勤務体制・勤務形態に関する書類を勤務体制

を区分している共同生活住居の単位ごとに作成させること等により、個別に

減算対象となるかどうかを確認されたい。 

 

（参考１）様式の例 

所定様式に以下の確認欄、注意書きを記載 

 

● 同一敷地内（近接地を含む。）の共同生活住居の入

居定員の合計数                  

人 

  

     注： ●欄が２１人以上となる場合であって、世話人及び生活支援

員の勤務体制を共同生活住居の間で明確に区分している場合には、

「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（様式●）を勤務体制

を区分している共同生活住居の単位ごとに作成して添付すること。 

 

（参考２）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表の例 

 

 

（平 24.8.31平成 24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 68 ・

一部改正） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

＊

前年度の平均実利用者数 基準上の必要職員数

人員配置区分

定員

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

サービス種類 事業所・施設名

該当する体制等

職種 勤務形態 氏名

第１週 第２週 第３週 第４週
4週の合

計

サービス提供時間

1週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数

合計

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数
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問12 共同生活住居間で世話人の勤務体制のみ明確に区分されている場合は、

大規模住居等減算の対象外となるか。 

（答） 

○ 減算対象外とはならない。減算対象外となるのは、世話人、生活支援員の

いずれの勤務体制も共同生活住居の間で明確に区分されている場合に限る。

なお、夜間支援従事者などグループホームのサービス提供時間以外の時間帯

に従事する者についてまで明確に区分する必要はないこと。 

（平24.8.31平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 69 一

部改正） 

 

問13 「近接的な位置関係」の範囲について明確にされたい。 

（答） 

○ 「近接的な位置関係」とは、「共同生活住居が隣接して設置されている場

合又は共同生活住居を隔てる公道等に共同生活住居の敷地が面している場

合」を想定しているが、交通量や道路幅員等も勘案の上、その運用が硬直的

にならないよう留意されたい。 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 70・ 

一部改正） 

 

問14 同一敷地内にある21人の共同生活住居と７人の共同生活住居が一体的

に運営されている場合、それぞれに適用する減算率はどうなるのか。 

（答） 

○ 一体的な運営が行われる共同生活住居に大規模住居（１つの共同生活住居

の入居定員が８人以上である場合）が含まれる場合、大規模住居には大規模

住居に対する減算割合を優先して適用することとなる。このため、お尋ねの

ケースのそれぞれの減算率は、 

・２１人の共同生活住居 → 100分の 93 

・ ７人の共同生活住居 → 100分の 95 

 となる。 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 71・ 

一部改正） 

 

（３）夜間支援等体制加算 

 ① 夜間支援等体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ） 

問15 夜勤を行う夜間支援従事者か宿直を行う夜間支援従事者かどうかは、ど

のように確認を行うのか。 
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（答） 

○ 夜間支援従事者の勤務形態が夜勤か宿直かは、夜間支援等体制加算に係る

届出書類等によって確認するとともに、必要に応じて、夜間支援従事者の勤

務の状況を書面やグループホーム事業者にヒアリングを行う等の方法によ

り確認すること。 

（新設） 

 

問16 平成27年３月31日までの経過措置を適用して夜間支援等体制加算（Ⅰ）

を算定している事業所において、夜勤職員が急な体調不良等により欠勤等

した結果、その月の宿直配置の日数が夜勤配置の日数を上回った場合は夜

間支援等体制加算（Ⅰ）ではなく夜間支援等体制加算（Ⅱ）を算定するこ

とになるのか。 

（答） 

○ 夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定要件を満たすかどうかは、夜間支援等体

制加算に係る届出書類により確認することとしている。 

したがって、設問のようなケースについて、直ちに夜間支援等体制加算（Ⅰ）

の算定要件を満たさなくなることはないが、夜間に支援が必要な利用者が入

居していることに鑑みれば、利用者の支援に支障が生じないよう、他の職員

が代替して夜勤業務を行うことが必要である。 

なお、退職などにより、夜勤職員を配置できない状況が一定期間続くこと

が明らかな場合や宿直配置の日数が夜勤配置の日数を上回る月が頻回にある

場合は、速やかにこれらの届出書類を修正して都道府県知事に届け出る必要

があること。 

（新設） 

 

問17 夜間及び深夜の時間帯において、夜勤を行う夜間支援従事者を交代で勤

務させている場合であっても、夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定が認めら

れるのか。 

（答） 

○ シフト制などの交代勤務を導入している場合であっても、夜勤を行う夜間

支援従事者を夜間及び深夜の時間帯を通じて配置している場合には、夜間支

援等体制加算（Ⅰ）の算定が可能である。この場合、交代時に業務の引き継

ぎ等が適切に行われる必要があること。 

（新設） 

 

問18 グループホームの夜間支援等体制加算（Ⅰ）を算定するには、夜勤を行

う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じ

て必要な介護等の支援を提供できる体制を確保する必要があるが、その一
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方で、労働基準法においては、使用者は、労働時間が６時間を超える場合

においては少なくとも４５分、８時間を超える場合においては少なくとも

１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならないこととされ

ている。 

そのため、グループホームの夜間支援等体制加算（Ⅰ）を算定するには、

夜間支援従事者の配置は１人では足りず、夜勤を行う夜間支援従事者を２

人確保するか、夜勤を行う夜間支援従事者１人に加えて、宿直を行う夜間

支援従事者を１人確保することが必要となると解するがどうか。 

（答） 

○ 夜間支援従事者には、労働基準法第３４条の規定に基づき、適切な休憩時

間を労働時間の途中に与えなければならないが、当該夜間支援従事者が夜間

及び深夜の時間帯に休憩時間を取得している場合であっても、休憩時間を配

置されている共同生活住居内で過ごす場合は、利用者に対して夜間及び深夜

の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供できる体制を確保しているも

のと取り扱って差し支えない。 

この場合において、仮に休憩時間中に当該事業所を離れる場合は、あらか

じめ、十分な時間的余裕をもって使用者にその意向を伝え、使用者が当該時

間帯に必要な交代要員を当該事業所内に確保する必要があること。 

 

○ なお、労働基準法第８９条において、休憩時間を就業規則に明記しなけれ

ばならないこととされているため、常時１０人以上の労働者を使用するグル

ープホームにあっては、就業規則において、夜間及び深夜の時間帯のうち、

休憩時間とする時間帯をあらかじめ明示的に定めておく必要がある。 

就業規則において休憩時間を一義的に定めがたい場合にあっては、基本と

なる休憩時間として夜間及び深夜の時間帯のうち休憩時間とする時間帯をあ

らかじめ明示的に定めるとともに、休憩時間については具体的に各人毎に個

別の労働契約等で定める旨の委任規定を就業規則に設ける必要があり、さら

に、個別の労働契約等で具体的に定める場合にあっては、書面により明確に

定めておく必要がある。なお、常時１０人以上の労働者を使用しているグル

ープホーム以外であっても、労働条件を明確化する観点から、就業規則を作

成することが望ましい。 

 

○ また、当該時間帯は当該夜間支援従事者が就労しないことが保証されてい

る時間帯であるが、仮に入居者の病状の急変等に対応して当該夜間支援従事

者が労働した場合には、当該労働に要した時間に相当する時間を当該夜間及

び深夜の時間帯の中で別途休憩時間として取得する必要があるため、別途の

休憩時間を取得した場合にはその旨を記録しておく旨の取扱いを定めてお

くことが望ましい。 
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（新設） 

 

問19 共同生活住居に住み込みの従業者がいる場合、夜間支援等体制加算（Ⅱ）

を算定可能か。 

（答） 

○ 住み込みの従業者がいることのみをもって夜間支援等体制加算（Ⅱ）を算

定することはできない。なお、夜間及び深夜の時間帯において、当該従業者

が宿直勤務を行っている場合には算定可能である。 

（新設） 

 

問20 夜間支援等体制加算（Ⅰ）及び夜間支援等体制加算（Ⅱ）については、

１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者の数に応じた加

算額が設定されているが、夜間支援等体制加算（Ⅰ）又は夜間支援等体制

加算（Ⅱ）を算定している指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用

型指定共同生活援助事業所において、１人の夜間支援従事者が支援を行う

夜間支援対象利用者の数が変更した場合の取扱い如何。 

（答） 

○ １人の夜間支援従事者が支援する利用者数に入居定員の増減又は夜間支

援従事者の配置数の増減などにより変動が生じた場合には、速やかに都道府

県知事へ変更を届け出るものとし、他の加算と同様にその届出が毎月１５日

以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月か

ら、新たな報酬単価を適用することとする。 

なお、入居定員が増減する場合は、前年度の平均利用者数に定員の増減分

の９０％を加えたものを当該年度の夜間支援対象利用者数とする。 

また、加算の条件を満たさなくなった場合には、満たさなくなった日より、

加算を算定しないこととする。 

（平 19.2.16介護給付費等の算定に関するＱ＆ＡVOL.2問 1・一部改正） 

 

問21 夜間支援等体制加算について、利用者が昼間に実家へ帰省し、夜間不在

の場合も算定できるか。 

（答） 

○ 夜間及び深夜の時間帯において、利用者の不在により、夜間及び深夜の時

間帯における支援が実施されていない場合には、夜間支援等体制加算は算定

できない。 

（平 18.11.13介護給付費等の算定に関するＱ＆ＡVOL.1問 11・一部改正） 

 

問22 グループホームの空床を利用して短期入所事業を実施する場合、グルー

プホームの夜間支援従事者を短期入所事業の夜勤職員が兼務しても差し
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支えないか。 

（答） 

○ 差し支えない。夜間支援等体制加算（Ⅰ）及び夜間支援等体制加算（Ⅱ）

の算定要件として専従の夜間支援従事者の配置を求めているところである

が、グループホームの併設事業所又は空床利用型事業所として短期入所の事

業を実施する場合に限って、短期入所事業の従業者が夜間支援従事者の業務

を兼務しても差し支えないものとする。 

なお、その場合の 1人の夜間支援従事者が支援を行うことができる利用者

の数は、短期入所の利用者をグループホームの利用者とみなした上で、留意

事項通知に定める数（＊）を上限とする。 

 

＊ 1人の夜間支援従事者が支援を行うことができる利用者の数の上限 

・ 複数の共同生活住居（5 か所まで（サテライト型住居の数は本体住

居と併せて 1カ所とする。）に限る。）における夜間支援を行う場合 

→ 20人 

・ 1か所の共同生活住居内において夜間支援を行う場合 → 30人 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 67・

一部改正） 

 

②夜間支援等体制加算（Ⅲ） 

問23 夜間支援等体制加算（Ⅰ）及び夜間支援等体制加算（Ⅱ）の算定対象と

ならない共同生活住居の利用者の夜間の連絡体制・支援体制を夜間支援等

体制加算（Ⅰ）又は夜間支援等体制加算（Ⅱ）により評価されている共同

生活住居の夜間支援従事者により確保している場合、夜間支援等体制加算

（Ⅲ）を算定することは可能か。 

（答） 

○ 算定できない。 

夜間支援等体制加算（Ⅲ）については、指定障害者支援施設の夜勤職員な

ど別途の報酬等（宿泊型自立訓練の夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅱ）又

は地域定着支援サービス費を除く。）で評価されている者により確保される連

絡体制・支援体制は算定対象外としている。 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 66・

一部改正） 

 

問24 グループホームにおける夜間の見回りを警備会社へ委託することとし、

近隣にある同法人の入所施設と一括して契約した場合、夜間支援等体制加

算（Ⅲ）を算定してよいか。 
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（答） 

○ 緊急時において、グループホームへの対応が速やかに対応できるのであれ

ば、算定可能である。ただし、入所施設が全額負担している場合などグルー

プホームが費用負担していないときは算定できない。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-7・一部改正） 

 

問25 夜間支援等体制加算（Ⅲ）について、近隣施設の事務職員等が夜間に見

回りなどを行った場合、当該加算を算定することは可能か。 

（答） 

○ 指定障害者支援施設の夜勤職員等、別途報酬等により評価されている職務

に従事している者の場合は算定できない。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-8・一部改正） 

 

問26 グループホームの「必要な防災体制」とは、具体的にどういうことなの

か。 

（答） 

○ 報酬上想定しているのは警備会社との契約であるが、職員が夜間常駐して

いる場合（夜間支援等体制加算（Ⅰ）又は夜間支援等体制加算（Ⅱ）の算定

対象となる場合を除く。）については、本加算を算定できる。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-9・一部改正） 

 

（４）日中支援加算 

①日中支援加算（Ⅰ） 

問27 週に2日だけ日中を共同生活住居で過ごす入居者についても日中支援加

算（Ⅰ）を算定してよいか。 

（答） 

○ 設問のようなケースであっても、当該利用者のサービス等利用計画と整合

性を図りつつ、個別支援計画に位置づけた上で日中に支援を行った場合には、

日中支援加算（Ⅰ）の算定が可能である。 

（新設） 

 

問28 サービス等利用計画の作成を受けていない者についても、日中の時間帯

の支援を個別支援計画に位置づけた場合には、日中支援加算（Ⅰ）を算定

できるか。 
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（答） 

○ 算定は可能である。ただし、利用者本人の意に反して日中に共同生活住居

で過ごすことがないよう、都道府県におかれては、必要に応じて個別支援計

画の内容を確認すること。 

（新設） 

 

②日中支援加算（Ⅱ） 

問29 日中支援加算（Ⅱ）について、土日等、日中活動がない日は全て（３日

目以降）算定してよいか。 

（答） 

○ 心身の状況等により、障害福祉サービス等を利用する予定であったが、利

用できなくなった日に限り算定することができる。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-10・一部改正） 

 

問30 日中支援加算（Ⅱ）について、高齢やひきこもり等で日中活動の支給決

定を受けていない利用者については算定できないのか。 

（答） 

○ 心身の状況等により、障害福祉サービス等を利用する予定であったが、利

用できなくなった日に限り算定することができる。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-11・一部改正） 

 

問31 日中支援加算（Ⅱ）について、日中活動の欠席時対応加算と同日にそれ

ぞれ算定することはできるか。 

（答） 

○ それぞれ加算を算定することが可能である。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-12・一部改正） 

 

問32 日中支援加算（Ⅱ）について、就労している利用者に対して本加算が算

定される、「心身の状況等により当該障害福祉サービス等を利用すること

ができないとき」とは、具体的にどのような場合を想定しているのか。 

（答） 

○ 体調不良等により出勤ができない場合を想定している。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-13・一部改正） 
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（５）医療連携体制加算（Ⅴ） 

問33 医療連携体制加算（Ⅴ）については、職員として看護資格を有する者を

配置していれば算定可能か。看護師として専従であることが必要か。 

（答） 

○ 職員（管理者、サービス管理責任者、 世話人又は生活支援員）として看

護師を配置している場合については、医療連携体制加算（Ⅴ）を算定対象と

なり得る。訪問看護ステーション等、他の事業所との契約により看護師を確

保する場合については、グループホームにおいては、看護師としての職務に

専従することが必要である。 

（新設） 

 

問34 医療連携体制加算（Ⅴ）の算定要件として、看護師の基準勤務時間数は

設定されているのか。（２４時間オンコールとされているが、必要とされ

る場合に勤務するといった対応でよいか。） 

（答） 

○ 看護師の基準勤務時間数は設定していないが、医療連携体制加算（Ⅴ）の

請求において必要とされる具体的なサービスとしては、 

・ 利用者に対する日常的な健康管理 

・ 通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との

連絡・調整 

等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の状況

等を勘案して必要な時間数の勤務が確保できていることが必要である。（事業

所における勤務実態がなく、単に「オンコール体制」としているだけでは、

医療連携体制加算（Ⅴ）の算定は認められない。） 

（新設） 

 

問35 協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪問する看護師

で医療連携体制加算（Ⅴ）の算定は可能か。また、連携医療機関との連携

体制（連携医療機関との契約のみ）を確保していれば加算の請求は可能か。 

（答） 

○ 医療連携体制加算（Ⅴ）は、高齢の障害者や医療ニーズのある者であって

も、可能な限り継続してグループホームに住み続けられるように、看護師を

確保することによって、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要と

なった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価す

るものである。このため、看護師を確保することなく、単に協力医療機関の

医師による定期的な診療が行われているだけでは算定できず、また、協力医
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療機関との契約のみでは、算定できない。 

なお、協力医療機関との契約内容が、看護師の配置について医療連携体制

加算（Ⅴ）を算定するに足る内容であれば、算定をすることはあり得る。 

（新設） 

 

問36 医療連携体制加算（Ⅴ）を算定するため、同一法人の他事業所に勤務す

る看護師を活用する場合、双方の常勤換算はどのように考えられるのか。

（他事業所に常勤配置とされている従業者を併任してもよいか） 

（答） 

○ 留意事項通知にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換算については、

双方の事業所における勤務時間数により、それぞれ算定する。 

（新設） 

 

問37 医療連携体制加算（Ⅴ）について、看護師により２４時間連絡体制を確

保していることとあるが、同一法人の他の事業所の看護師を活用する場

合、当該看護師が当該他の事業所において夜勤を行うときがあっても、グ

ループホームにおいて２４時間連絡体制が確保されていると考えてよい

か。 

（答） 

○ 医療連携体制加算（Ⅴ）は、看護師と常に連携し、必要なときにグループ

ホーム側から看護師に医療的対応等について相談できるような体制をとる

ことを求めているものであり、他の事業所の看護師を活用する場合に、当該

看護師が夜勤を行うことがあっても、グループホームからの連絡を受けて当

該看護師が必要な対応をとることができる体制となっていれば、２４時間連

絡体制が確保されていると考える。 

（新設） 

 

問38 医療連携体制加算（Ⅴ）の算定要件である「重度化した場合における対

応に係る指針」の具体的項目は決められるのか。 

（答） 

○ 留意事項通知にあるとおり、「重度化した場合における対応に係る指針」

に盛り込むべき項目としては、例えば、急性期における医師や医療機関との

連携体制などを考えており、これらの項目を参考にして、各事業所において

定めていただきたい。 

また、「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際して説明し

ておくことが重要である。 

なお、指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備し、重

要事項説明書に盛り込む、又は、その補足書類として添付することが望まし
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い。 

（新設） 

 

（６）入院時支援特別加算・帰宅時支援加算 

問39 グループホームにおいて、帰宅時支援加算はどのように算定するのか。 

（答） 

○ グループホームにおいて帰宅時支援加算を算定できるのは、帰省により本

体報酬が算定されない日数が月２日を超える場合であって、当該２日を超え

て帰省により本体報酬が算定できない日数が下記の日数の場合に、個別支援

計画に基づき帰省の支援を行ったときは、次のとおり報酬を加算できる（月

１回算定）。 

３～６日までの場合 １８７単位 ７日以上の場合 ３７４単位 

 

（例）毎週金曜日の夜、実家に帰り、月曜日の夜、グループホームに戻る場合 

１０月６日（金） 帰省・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月７日（土）～８日（日）（２日間）・・・・所定単位数（本体報酬）を算定不可 

１０月９日（月） グループホームに戻る・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月１３日（金） 帰省・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月１４日（土）～１５日（日）（２日間）・・・・所定単位数（本体報酬）を算定不可 

１０月１６日（月） グループホームに戻る・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月２０日（金） 帰省・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月２１日（土）～２２日（日）（２日間）・・・・所定単位数（本体報酬）を算定不可 

１０月２３日（月） グループホームに戻る・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月２７日（金） 帰省・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

１０月２８日（土）～２９日（日）（２日間）・・・・所定単位数（本体報酬）を算定不可 

１０月３０日（月） グループホームに戻る・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

 

※ 本体報酬を算定できない日数が８日（１月間）あることから、３７４単位を算定 

（平 20.4.10入院時等の加算に関するＱ＆Ａ Q5・一部改正）￥ 

 

問40 グループホームにおける入院時支援特別加算及び長期入院時支援特別

加算については、具体的にどのような取扱いになるのか。 

（答） 

○ 入院時支援特別加算及び長期入院等支援時支援特別加算については、各月

ごとに算定する加算を選択し、算定するものとする。 

 

（例）入院期間４月１日～６月１０日の場合（指定共同生活援助事業所の場合） 
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４月 １日 入院・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

２日～ ３日（２日間）・・・・加算算定対象外 

４日～３０日（２７日間）・・・・１日につき１２２単位を算定 

５月 １日～ ２日（２日間）・・・・加算算定対象外 

３日～３１日（２９日間）・・・・１日につき１２２単位を算定 

６月 １日～ ２日（２日間）・・・・加算算定対象外 

３日～ ９日（７日間）・・・・１，１２２単位（１回／月）を算定 

１０日 退院・・・・所定単位数（本体報酬）を算定 

 

※ ４月、５月は長期入院時支援特別加算を選択し、６月は入院時支援特別

加算を選択した場合 

（平 20.4.10入院時等の加算に関するＱ＆Ａ Q11・一部改正） 

 

問41 長期入院時支援特別加算については、１週間に１回以上入院先を訪問す

ることが算定要件となっているが、本加算が算定されるまでの日（注）に

入院先を訪問しても加算の対象になると考えてよいか。 

（注）共同生活援助は各月の入院期間の２日目までの間。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

（平 20.4.10入院時等の加算に関するＱ＆Ａ Q12・一部改正） 

 

（７）通勤者生活支援加算 

問42 通常の事業所に雇用されている利用者の割合（100分の50以上）につい

ては、共同生活住居単位で要件を満たせばよいか。 

（答） 

○ 重度者支援加算等と同様に事業所の体制を評価することとしているため、

共同生活住居単位ではなく事業所単位で要件を満たす必要がある。 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 72・

一部改正） 

 

問43 パートタイマーなど短時間労働者についても通常の事業所に雇用され

ている利用者に含めてよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

（平 24.8.31平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問 74・

一部改正） 
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（８）重度障害者支援加算 

問44 指定共同生活援助事業所における「重度障害者支援加算」については、

重度障害者等包括支援の対象となる利用者についてのみ、加算が算定され

るのか。 

（答） 

○ 重度障害者等包括支援の対象者だけでなく、当該加算の算定要件を満たす

指定共同生活援助事業所を利用している全ての者に算定されるものである。 

（平 24.8.31 平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問

74-2・一部改正） 

 

（９）地域生活移行個別支援特別加算 

問45 地域生活移行個別支援特別加算と福祉専門職員配置等加算の併給は可

能か。 

（答） 

○ 当該加算においては、社会福祉士等の資格保有者を専任に配置することま

では求めないこととしているため、福祉専門職員等配置加算との併給は可能

である。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-16・一部改正） 

 

（10）体験利用 

問46 共同生活援助を体験利用する場合、障害支援区分の認定を受けていない

者については新たに区分認定が必要となるのか。。 

（答）  

○ 体験利用以外の利用の場合と同様に、入浴、排せつ又は食事等の介護の提

供を希望する場合においては、障害支援区分の認定が必要となる。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-2・一部改正） 

 

問47 指定共同生活援助及び外部サービス利用型指定共同生活援助を各々体

験的に利用する場合、各々、連続30日以内かつ年間50日以内で利用するこ

とができるのか。 

（答） 

○ 各々、連続 30日以内かつ年 50日以内の算定が可能であるが、市町村にお

いては、支給決定に際し、必要性等を十分に勘案して判断されたい。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-3・一部改正） 
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問48 グループホーム入居者が別の事業所のグループホームを体験的に利用

することは可能か。 

（答） 

○ 例えば、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所が設置するグループ

ホームの入居者が指定共同生活援助事業所が設置するグループホームを体

験的に利用する場合等、その必要性が認められるのであれば可能である。た

だし、同一敷地内又は同一事業所の他の共同生活住居への体験利用について

は、体験利用にかかる報酬を算定できない。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-4・一部改正） 

 

問49 指定共同生活援助を体験的に利用する際に、当該利用者が居宅介護や重

度訪問介護を個人単位で利用することはできるか。 

（答） 

○ 通常の指定共同生活援助の利用者と同様の要件を満たしているのであれ

ば可能。なお、その際の報酬単価は、通常の指定共同生活援助の利用者が個

人的に居宅介護等を利用する際と同様の単価を算定することとなる。 

（平 21.4.30 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.3 問

10-5・一部改正） 

 

問50 障害者支援施設の入所者がグループホームを体験利用中に、日中活動系

サービスを利用することはできるか。 

（答） 

○ 障害者支援施設の入所者が体験利用を行う場合、通常のグループホーム入

居者と同様、日中活動系サービスを利用することができる。 

（平 21.4.1 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.2 問

13-1・一部改正） 

 

問51 グループホームの共同生活援助サービス費(Ⅳ)又は外部サービス利用

型共同生活援助サービス費（Ⅴ）と施設入所サービス費は併給可能か。 

（答） 

○ 例えば、施設入所者がグループホームにおいて体験利用を行う場合、グル

ープホームにおいては共同生活援助サービス費(Ⅳ)を、入所施設においては、

入院・外泊時加算等を算定することができる。 

（平 21.4.1 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.2 問

13-2・一部改正） 
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問52 入所施設から一時的にグループホームを体験利用する場合、入居日及び

退居日の取扱いはどうなるのか。 

（答） 

○ 入居日及び退居日については、入所施設の基本報酬とグループホームの体

験利用の報酬の両方を算定することができる。ただし、入所施設とグループ

ホームが同一敷地に存在する場合、又は隣接若しくは近接する場合であって

相互に職員の兼務等が行われている場合は、入所（入居）の日は算定され、

退所（退居）の日は算定されない。 

（平 21.4.1 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.2 問

13-3・一部改正） 

 

問53 体験利用サービス費を算定する場合、体験利用する者への支給決定を市

町村があらかじめしておく必要があるのか。 

（答） 

○ 体験利用に当たっては、支給決定等の手続きが必要である。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-3・一部改正） 

 

問54 グループホームの体験利用に際して、入所・入院者の入所・入院期間の

要件はあるのか。 

（答） 

○ 体験利用は、家族と同居している者も利用可能としており、入所・入院期

間については要件とはしていない。 

（平 21.4.1 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.2 問

13-5・一部改正） 

 

問55 入院・入所している者だけでなく、在宅にいる者も体験利用することは

できるか。 

（答） 

○ 体験利用の対象者は、入院・入所している者に限定されないので、家族と

同居している者も利用は可能である。 

家族と同居しているうちから体験利用することは、将来の自立に向けてそ

の可能性を育み、高めていく観点からも非常に重要であり、活用が広がるこ

とを期待しているところ。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-4・一部改正） 
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問56 新規にグループホームを利用する全ての利用者に対し、50日間、共同生

活援助サービス費(Ⅳ) 又は外部サービス利用型共同生活援助サービス費

（Ⅴ）を算定してもよいか。 

（答） 

○ 基本的には、利用者の状態像に合わせ、徐々に体験日数を増やしていく等

の利用方法が想定されるものであるが、市町村において、支給決定時に要否

や期間を判断する。 

（平 21.4.1 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.2 問

13-4・一部改正） 

 

問57 体験利用の場合の居室の利用形態について 

① 利用者（体験利用除く）が帰宅・入院等により不在の場合に、当該

利用者の居室を、体験利用に供することは可能か。可能とすれば、帰

宅時支援加算等を算定することは可能か。 

② 利用されていない居室を、複数の体験利用者に交互に供することは

可能か。例えば、同じ居室を、今週はＡ、来週はＢ、再来週はＡが利

用するといった形態。 

     可能とすれば、利用の都度、契約を交わすこととなるのか。 

（答） 

○ ① 利用者が入院又は外泊期間中の当該利用者の居室については、当該利

用者とグループホーム事業者との間で賃貸借契約が締結されていること

から、家賃等が支払われている間については、体験利用の用に供するこ

とはできない。 

② 交互に利用することは可能であり、契約方法については適切な方法で

締結して差し支えない。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

15-7・一部改正） 

 

問58 ① 体験利用について、障害児施設に入所している児童が１８歳到達後

に共同生活援助に移行することを念頭に体験利用する場合も対象と

なるか。 

② 障害児施設給付費との併給について 

（答） 

○ ① 障害児施設の入所者については、児童相談所長が認めた場合に対象と

なる。（家族との同居の場合も同様。） 

② 外泊扱いとして体験利用は可能である。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問
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15-5・一部改正） 

 

問59 障害児施設に入所しながらグループホームの体験利用の併給は可能か。 

（答） 

○ 算定は可能である。（施設入所支援と同様の取扱い） 

  なお、グループホームを体験利用する場合、障害児施設については、入院・

外泊時加算が算定される。 

（平 21.3.12 平成 21 年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆ＡVOL.1 問

17-10・一部改正） 

 

 

問60 サテライト型住居を体験利用することはできるか。 

（答） 

○ サテライト型住居についても、体験利用が可能である。 

（新設） 

 

（11）受託居宅介護サービス 

問61 居宅介護においては、例えば居宅介護計画において１時間と計画されて

いる場合は、「３０分以上１時間未満」の報酬単価を算定することとして

いるが、受託居宅介護サービスにおいても同様に取り扱ってよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

（新設） 

 

（12）サテライト型住居 

問62 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者が設置するサテライト型

住居の入居者も、受託居宅介護サービスを利用することはできるか。 

（答） 

○ 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者が設置するサテライト型住

居の入居者についても、受託居宅介護サービスの支給量の範囲内で受託居宅

介護サービスの利用が可能である。なお、サテライト型住居を体験利用する

入居者も同様である。 

（新設） 

 

問63 指定共同生活援助事業者が設置するサテライト型住居の入居者が、個人

単位の居宅介護又は重度訪問介護を利用することはできるか。 

（答） 
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○ 指定共同生活援助事業者が設置するサテライト型住居の入居者について

も、個人単位で居宅介護又は重度訪問介護の利用が可能である。なお、サテ

ライト型住居を体験的に利用する場合も同様である。 

（新設） 

 

 


